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1.1.有限責任事業組合（有限責任事業組合（LLimited imited LLiability iability PPartnershipartnership（ＬＬＰ））制度の概要（ＬＬＰ））制度の概要
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（法人格を持たない組織）
・民法組合

（組合員はすべて無限責任）

・投資事業有限責任事業組合
（業務を執行する組合員（無限責任組合員）

 
は無限責任、出資のみを行う組合員（有限責任

 
組合員）は有限責任）

 
（法人格を持つ組織）
・株式会社
・持分会社

合名会社
合資会社
合同会社）

・相互会社
・一般社団法人
・事業協同組合
・技術研究組合

等

（法人格を持たない組織）
・民法組合

（組合員はすべて無限責任）

・投資事業有限責任事業組合
（業務を執行する組合員（無限責任組合員）

 
は無限責任、出資のみを行う組合員（有限責任

 
組合員）は有限責任）

（法人格を持つ組織）
・株式会社
・持分会社

合名会社
合資会社
合同会社）

・相互会社
・一般社団法人
・事業協同組合
・技術研究組合

等

他の組織形態

有限責任事業組合（ＬＬＰ）とは、
民法組合の特例として創設された、参加する組合員が

 
個性や能力を発揮しながら共同事業を行うことができる

 
新たな組織形態（平成17年8月創設）。

〔〔ＬＬＰの特徴ＬＬＰの特徴〕〕

● 有限責任
組合員は、出資金額までしか債権者に対して責任を

 
負わない。

● 経営の柔軟性
組合員の貢献度合いなどを勘案し、権限や損益の配

 
分など組合内部の運営ルールを柔軟に設計できる。

● 構成員課税
ＬＬＰ自体にではなく、損益分配割合に従って各組合員

 
に帰属する損益に対し、各組合員においてのみ課税が

 
なされる。



2.2.ＬＬＰの設立状況ＬＬＰの設立状況
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ＬＬＰの設立件数の推移ＬＬＰの設立件数の推移 （（H17.8H17.8～～H20.12H20.12））

経済産業省調べ
平成20年12月時点での設立件数は3,405件（解散件数含む）

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年



2.2.ＬＬＰの設立状況ＬＬＰの設立状況
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農業. 
2.5%

漁業. 
0.4%

鉱業，採石業，砂利

採取業. 0.1%

建設業. 2.9%

製造業. 6.7%

電気・ガス・熱供

給・水道業. 0.2%

情報通信業. 15.2%

運輸業，郵便業. 
0.8%

卸売業，小売業. 
11.2%

金融業，保

険業. 4.8%不動産業，物品賃貸

業. 4.2%

学術研究，専門・
技術サービス業. 

35.1%

宿泊業，飲食

サービス業. 1.8%

生活関連

サービス業，

娯楽業. 3.1%

教育，学

習支援

業. 2.6%

医療，

福祉. 
1.7%

サービス業

（他に分類されな

いもの）. 6.7%

分類不能の産

業. 0.1%

ＬＬＰの業種別内訳ＬＬＰの業種別内訳 （（H20.12H20.12））

経済産業省調べ
業種分類は日本標準産業分類による。
対象は平成20年12月現在の存続組合3,209件。



2.2.ＬＬＰの設立状況ＬＬＰの設立状況
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ＬＬＰの組合員数と存続期間ＬＬＰの組合員数と存続期間 （（H20.12H20.12））

LLPの組合員数 LLPの存続期間

経済産業省調べ
対象は平成20年12月現在の存続組合3,209件。


	有限責任事業組合（ＬＬＰ）について
	1.有限責任事業組合（Limited Liability Partnership（ＬＬＰ））制度の概要
	2.ＬＬＰの設立状況
	2.ＬＬＰの設立状況
	2.ＬＬＰの設立状況
	(参考1)　活用事例

